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The purpose of this research is to propose safety measures to prevent the seafarer's disasters. The 
proposed safety measures are based on the analysis results of the elements that made up the work situations 
in which the seafarer's disasters occurred. 
I used the contents of 100 Ship accident reports published by the Japan Transport Safety Board (JTSB) 
to analyze the work situations in which a seafarer disaster occurred. The factors that make up the work 
situation in which a seafarer's disaster occurred were identified by modifying the Common Performance 
Condition (CPC) analysis. In addition, I analyzed with Roots Cause Analysis to identify the chain 
relationships between the elements identified by CPC analysis.  
As a result of analyzing 100 seafarer disaster cases, it was found that a total of 2000 elements could be 
identified, and that seafarer disasters often occur due to unsafe machinery and on-site environment. As a 
result of analyzing 100 seafarer disaster cases, I was able to identify a total of 2000 disaster factors, and 
found out the most mechanisms of disaster occurrence, such as the fact that seafarer disasters often occur 
due to unsafe machinery and the site environment. And, I found the mechanisms for good elements that 
improve the safety of seafarers' working conditions and good elements that are hindered by disaster factors 
such as lack of safety awareness. 





第 1 章 はじめに 
1. 海上労働の特徴 
























 労働災害は「労働安全衛生法」（昭和 47年法律第 57 号）において、「労働者の就業に係る建設物、設
備、原材料、ガス、蒸気、粉じん等により、又は作業行動その他業務に起因して、労働者が負傷し、疾
病にかかり、又は死亡することをいう」（第 2 条 1 項 1 号）と定義されている。一般的に「事故」とは
「突然発生する、よくないできごと」（講談社 日本語大辞典）をいうが、労働災害では、結果的に労働
者の人身に被害が生じているかどうかが定義に含まれる。 
 労働災害の定義にある「労働者」とは、「労働基準法」（昭和 22 年法律第 49 号）において、「職種の
種類を問わず、事業または事務所に使用される者で、賃金を支払われるものをいう」（第 9条）と規定さ
れている。「船員法」（昭和 22 年法律第 100 号）の規定に該当する船員も当然この「労働者」の定義に
含まれることになる。 






 船員災害の定義については、「船員災害防止活動の促進に関する法律」（昭和 42 年法律第 61 号）に、
「船員の就業に係る船舶、船内設備、積荷等により、又は作業行動若しくは船内生活によって、船員が

















 令和 2 年 3 月に公表された「船員災害疾病発生状況報告（船員法第 111 条）集計書 平成 30 年度」
をもとに、最近の船員災害発生状況の実態について整理していく。 














 ×  1,000 式(1) 
 表 1.1の千人率の値をみると、平成 30年度の 1年間では船員全体で、1,000 人当たり 17.1 人が休業 
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表 1.1 平成３０年度災害・疾病発生状況 [1] 
 
 
3 日以上の災害又は疾病を負ったことが示されている。災害に関しては、全体の被災者数は 582 人でそ
の千人率が 8.8 人であった。業種別では漁船での被災者数が 316 人でその千人率も 13.4 人と最も高く、
外航の千人率 1.5 人と大きく差が開いていることが分かる。内航の千人率が 7.0 人で、その他の千人率




 図 1.1 は、「船員災害防止活動の推進に関する法律」が制定された昭和 42 年度から平成 30 年度まで
にいたる船員災害の災害発生率（年千人率）の推移を表したグラフである。船員全体の合計の年千人率
に加え、「一般船舶」、「漁船」、「その他」の船舶のそれぞれの年千人率の推移が示されている。いずれの
年千人率も昭和 40 年代から平成 30 年にいたるまで減少傾向を見せている。船員全体の合計の千人率






図 1.1 災害発生率の推移[1] 
 
力の結果である。 




 表 1.2は、平成 29 年度と平成 30 年度における、船員災害と陸上労働者の労働災害のそれぞれ全体の
年千人率がまとめられたものである。船員については各業種別の年千人率が、陸上労働者については代
表的な業種として、「鉱業」、「建設業」、「運輸業（陸上貨物運送事業）」、「林業」の年千人率が載せられ




 平成 30 年度では、船員の「職務上休業 4 日以上」の年千人率は 8.4 人であり、陸上労働者の全産業
年千人率の 2.3 人と比較すると、約 3.6 倍高い水準となっている。平成 29年度も同様に高い水準で、船
員災害の発生率は、陸上の産業と比較して高いといえる。船員の各業種別でも、陸上労働者の全産業と
比較して「一般船舶」は約 2.4 倍、「漁船」は約 5.5 倍、「その他」の船舶は約 3.0 倍高い頻度で災害が
発生していることが分かる。 

















































































4.2 4M4T と m-SHEL モデル 
 前述のドミノ理論やスイスチーズモデルが災害の発生原理の「深まり」を表現しているなら、「広が
り」については、4M4Eや SHEL モデルで示される。  
 まず 4M4Eであるが、事故にいたるヒューマンエラーなどの直接原因を生じさせる間接原因を頭文字















図 1.3 スイスチーズモデルの最新版 [9] 
図 1.4 スイスチーズモデルの初版 [9] 
図 1.5 災害発生の過程 [10] 
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 この 4つのM から始まる要因が直接要因を生じさせ、異常事態、被害へと連鎖して発展するという、











 ４M で事故の原因や要因を特定したのち、その原因や要因に対処するための対策を 4 つの E を頭文

































































 第 4 章では、2 つの事故分析手法について述べる。本研究での分析で用いた CREAM 分析の CPC の




 第 5 章では、運輸安全委員会の船舶事故報告書をもとに、船員災害に特化するように修正した CPC
を用いて災害が発生した作業状況から発生要因を特定し、なぜなぜ分析の手法の要領で発生要因の連関
図を作成することで、どのような発生要因が存在し要因間にどのような関係があるのか分析する。 




 第 7 章では、第 5章の分析結果から得られた作業状況での好影響を与える要因について、それらの連
鎖関係と好影響を断ち切った要因について考察し、それに基づいて考えられた安全対策について述べる。 





第 2 章 船員災害の統計と事故調査 
 船員災害の詳細について把握するには、発生件数に基づく統計による分析と一件ごとに詳細に事例分
析する 2つ方法がある。船員災害の統計的分析は国土交通省海事局によって「船員災害疾病発生状況報
告（船員法第 111 条）集計書」で、事例ごとの分析は運輸安全委員会の事故等調査で行われている。 




1. 船員災害疾病発生状況報告（船員法第 111 条）集計書 
 災害発生状況については、国土交通省海事局が年度ごとに作成している「船員災害疾病発生状況報告




1.1 船員法第 111 条「報告事項」 











第 89 条）」、負傷・疾病が治るまでの期間に支給される「傷病手当・予後手当（同法第 91条）」、負傷・
疾病が治った後も障害が残った場合に支給される「障害手当（同法第 92 条）」、職務上で行方不明にな
った場合に支給される「行方不明手当（同法第 93 条）」、そして、職務上の理由で死亡した場合に遺族










表 2.1 陸上一般産業と海上労働の災害補償の違い 
 陸上一般産業（労働基準法） 海上労働（船員法） 
療養補償 
職務上 適用 適用 
職務外 なし 雇用契約中で療養が 3 か月以内の場合に適用 
傷病手当・予後手当 適用 適用 
障害手当 適用 適用 
行方不明手当 なし 適用 












































「災害疾病発生状況報告書」を集計した平成 30 年度の「船員災害疾病発生状況報告（船員法 111 条）
集計書」から、作業別、態様別に災害が何件発生しているかをまとめ、どのような作業で災害が多いの
か、どのような態様で船員が多く被災しているのかを明らかにする。 






災者数をまとめたグラフが図 2.2 である。平成 30年度の 1年間における被災者は、一般船舶で 161人、




表 2.2 「災害疾病発生状況報告」における業種と船種の分類 








































































図 2.3 一般船舶の作業別被災者数       図 2.4 その他の船舶の作業別被災者数 
 









































































 図 2.5は、作業別のグラフと同様、態様別について平成 30年度の 1 年間の「一般船舶」と「その他」
の船舶の被災者数をまとめたグラフである。被災者が多い態様から「転倒」（54 人、20.3％）、「はさま
れ」（54 人、20.3％）、「転落・墜落」（46 人、17.3％）、「動作の反動・無理な動作」（29人、10.9％）と









図 2.6 一般船舶の態様別被災者数 
 
 
図 2.7 その他の船舶の態様別被災者数 
 









 平成 30 年度の 1 年間では、災害により「一般船舶」と
「その他」の船舶で合わせて 10人の死亡者が出た。被災者
全体に対する死亡者の割合は 3.8％である（図 2.8） 
死亡者の態様別の内訳は図 2.9 のとおりである。半数以

































図 2.9 態様別の死亡者数 


























































































平成 30 年度 582 件 35 件 
平成 29 年度 568 件 36 件 
平成 28 年度 609 件 30 件 
平成 27 年度 606 件 28 件 
平成 26 年度 666 件 24 件 
平成 25 年度 676 件 30 件 
平均 617.8 件 30.5 件 




















ぞれでまとめたグラフが図 2.12 である。グラフ外側の全体の傾向では死亡事例は全体に対して 3.0％で








図 2.11 船員災害全体(外側)と 
「死傷等に関する報告書」（内側）の業種別事例数 











































図 2.13 一般船舶とその他の船舶に関する船員災害全体(外側)と 
「死傷等に関する報告書」（内側）の被災時作業別事例数 


















































































いて必要な勧告又は要請をすることができる（同法第 9 条）。 
 2006 年 2月に国際労働機関で採択された「海上労働条約」において、「船舶における船員の労働環境
が職業上の安全及び健康を促進することを確保すること」を目的とした第 4.3 規則「健康及び安全の保





 第 1 次船員災害防止基本計画は昭和 43 年に策定されて以降、平成 30 年度からの第 11 次船員災害防
止基本計画までに至っている。 





































第 11 次船員災害防止基本計画の船員災害の減少目標を達成するために、令和 2 年 4 月からの 1 年間







2. 安全衛生管理組織と安全管理システム（SMS、Safety Management System） 
 船員の労働安全衛生に関して船内作業の安全を確保するため、船舶所有者などに対する規則が、「船






なければならない」（同法第 81 条第 1 項）などの事項が定められている。この条文における国土交通省





























でなければならない（同法第 3 条第 1 項）が、漁船では海員が
常時 20人以下、漁船以外の船舶で海員が常時 10 人以下の船舶
については船長を安全担当者に選任できる（同法第 4 条）。そし















 さらに、安全担当者は、必要と認めるときは、その補助者を指名することができる（同法第 10 条）。 
 一方、船員災害防止活動の促進に関する法律では、「総括安全衛生担当者」（同法第 10 条）、「安全衛








































（平成 11 年労働省告示第 53 号。平成 18 年改正）を発表して、各事業所は安全衛生マネジメントシス




図ることを目的とした安全衛生管理の仕組みである。2001 年 6 月に国際労働機関（ILO）は、「労働安
全衛生マネジメントシステムガイドライン」が採択して各国の労働安全衛生マネジメントシステムの確
立を支援しており、国際標準化機構（ISO）では ISO45001（労働安全衛生マネジメントシステム規格）





 国際航海に従事する船舶は、「船舶安全法施行規則」（昭和 38年運輸省第 41 号）の「安全管理手引書」
の規定によって「安全管理システム」の構築が義務化されている。同条項は「船舶所有者は、国際航海 
 






理手引書を作成し、これを当該船舶内に備え置かなければならない。」（同規則第 12 条の 2）としてい
る。これは、SOLAS条約の 1994 改正により定められた国際安全管理規則（ISM コード）に基づいてい
る。ISM コードは、船舶だけでなく陸上の管理部門も含めた全社的な「安全管理システム」を構築し、
これを確実に実施することを国際航海に従事する船舶に義務付けるものである。ISM コードは、品質マ





管理マニュアル（安全管理手順書）」という（同コード 11.3）。 [22] 
 国内航海に従事する船舶は、貨物船は「内航海運業法」（昭和 27年法律第 151 号）において、旅客船

















































 4ラウンド法のほかに、第 2 ラウンドの危険のポイントと第 4 ラウンドの行動目標を 1 つの項目に絞













 「５S」については、次の 5つの項目をいう。 


























































 上記の 3 つの安全活動は、陸上産業においても広く実施され定着している活動であるが、「船内向け




きる「OHSMS に関する ILO ガイドライン（ILO-OSH）2001」に準拠した自主改善活動（WISE）に着
目して開発された経緯がある。船内での少ない人数による運営、交代制勤務形態を考慮し、初回で 2 時











 WIB の方法は次の 3 つのステップで実施する。 
 
ステップ１：「解説」および「改善事例の紹介および評価」をする。 
      他船などで実際に行われた設備等の改善事例の写真とそれに関するコメントを複数事例




















































例分析で用いる「CREAM」と「なぜなぜ分析」の 2 つの手法についてそれぞれの特徴を考察する。 
 





法が多数、生み出された。THERP（Technique for Human Error Rate Prediction）や HCR（Human 




も認識されることはあったが、第 1 世代 HRA では人間過誤率に注目し、行動形成要因の影響を重視は
していなかった。 [34] 
 その後、ATHEANA（A Technique for Human Error Analysis）、CREAM（Cognitive Reliability and 
Error Analysis Method、認知信頼性・過誤解析手法）や MERMOSに代表される、人間過誤率よりも人
間の行動条件の影響を重視した第 2 世代 HRAが開発された。 [34] 
 第 2 世代 HRAによる評価は定性的で主観的であると批判されることがあるが、HRA の評価は第 1 世
代の手法であっても主観的で、必ずしも正解があるとは限らないため、自動車交通や原子力プラント、





行動形成要因をいくつかの項目にまとめたものが CPCである。1998年に開発された当初は 9つの CPC






































 11 個それぞれの CPCの変動は、「全体のシステムの安全性を高める（CPC+）」場合、「良くも悪くも
なく全体のシステムの安全性に影響しないとみなせる」場合、「全体のシステムの安全性を下げる
















① 資源の使用可能性 役に立つ 適切 なんとか使える 不適当 不十分 
② 訓練と経験 高度に適切 適切 不適当 
③ コミュニケーションの質 非常に効率的 効率的 非能率的 不十分 
④ HMI と運転支援 役に立つ 適切 なんとか使える 不適当 
⑤ 手続きと手法へのアクセス 適切 受理可能 不適当 
⑥ 作業条件 有利 互換性を持つ 非互換性 
⑦ 目標の数と競合の解決  容量未満 容量と同等 容量以上 
⑧ 利用可能な時間（時間圧） 十分ある なんとか間に合う 不十分 
⑨ サーカディアン・リズム  昼間（調節された） 夜間（未調整） 
⑩ クルー協調の質 非常に効率的 効率的 非能率的 不十分 
























図 4.2 CREAM の事故分析手順 
図 4.1 CREAM における 
行動形成要因とエラーの分析 






































































































 分析する事故事例は、船員災害の減少傾向が鈍化した平成 21年 6 月から平成 26年 8月までに運輸安




表 5.1（1） 分析する船員災害事例 
事例番号 事故名 被災時作業 作業詳細 態様 死傷別 
1 貨物船清和丸乗組員負傷 整備・管理 補機整備 飛来 負傷 
2 貨物船第十八勝栄丸乗組員死亡 荷役 バケット交換 墜落 死亡 
3 浚渫船和光丸乗組員負傷 出入港 ボラード掛け はさまれ 負傷 
4 ＬＮＧ船アル ズバーラ乗組員負傷 運航・運転 船舶間移乗 激突 負傷 
5 旅客船ドリーム３号乗組員負傷 荷役 日用品積込作業 崩壊 負傷 
6 液化ガスばら積船第十一幸秀丸乗組員死亡 荷役 タンク内減圧作業 海中転落 死亡 
7 旅客フェリー シルバークィーン乗組員負傷 荷役 RORO 荷役 はさまれ 負傷 
8 引船とよふじ台船ＵＳ４５０１乗組員負傷 運航・運転 曳航終了 飛来 負傷 
9 油送船龍王丸乗組員負傷 荷役 吊り上げ作業 落下 負傷 
10 貨物船第４７天神丸乗組員負傷 荷役 ハッチ開閉 はさまれ 負傷 
11 押船第五三徳丸バージ第六三徳丸乗組員負傷 整備・管理 補機整備 まき込まれ 負傷 
12 引船第三新昌丸乗組員負傷 運航・運転 曳航開始 海中転落 負傷 
13 貨物船たかちほ乗組員負傷 整備・管理 主機吊上 激突され 負傷 
14 貨物船 ASIAN WIND 乗組員負傷 その他 搭載艇取扱 激突され 負傷 
15 押船第六十八さだ丸クレーン台船かいせい乗組員死亡 荷役 吊り上げ作業 激突され 死亡 
16 旅客船ブルーライン乗組員負傷 出入港 係留索巻取 まき込まれ 負傷 
17 貨物船第五宝丸乗組員負傷 荷役 甲板清掃 はさまれ 負傷 
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表 5.1（2） 分析する船員災害事例 
事例番号 事故名 被災時作業 作業詳細 態様 死傷別 
18 巡視船もとぶ警備救難艇ＰＬ６４－Ｍ１乗組員負傷 その他 搭載艇取扱 海中転落 負傷 
19 油送船銀麗乗組員負傷 整備・管理 主機整備 熱水接触 負傷 
20 油送船第八豊栄丸乗組員死亡 荷役 ポンプ室入室 中毒 死亡 
21 漁業取締船しんゆう乗組員負傷 出入港 係留索伸長 激突され 負傷 
22 貨物船第五住栄丸乗組員負傷 整備・管理 フェンダー取扱 激突され 負傷 
23 油送船竹美丸乗組員負傷 荷役 吊り上げ作業 落下 負傷 
24 漁業実習船薩摩青雲丸実習生負傷 その他 職務外 はさまれ 負傷 
25 液体化学薬品ばら積船旺祥丸乗組員死亡 荷役 タンク内清掃甲板上 墜落 死亡 
26 貨物船第六晋康丸乗組員負傷 出入港 ボラード掛け はさまれ 負傷 
27 旅客船龍宮城乗組員死亡 整備・管理 塗布錆打 海中転落 死亡 
28 引船広栄丸バージ神‐５５００乗組員死亡 運航・運転 船舶間移乗 海中転落 死亡 
29 揚土船第１８土佐号乗組員負傷 荷役 荷役装置整備 飛来 負傷 
30 油送船大弘丸乗組員負傷 運航・運転 荒天船首作業 転倒 負傷 
31 貨客船あぜりあ丸乗組員負傷 荷役 ハッチ開閉 はさまれ 負傷 
32 貨物船鶴城丸乗組員負傷 出入港 係留索伸長 はさまれ 負傷 
33 旅客船サンライズ乗組員負傷 出入港 係留索巻取 まき込まれ 負傷 
34 ケミカルタンカー第二旭豊丸乗組員死亡 荷役 タンク内作業 酸欠 死亡 
35 引船第十七室生丸台船Ｄ－１０５乗組員負傷 運航・運転 航行中曳航索取扱 転倒 負傷 
36 貨物船第三鶴吉丸乗組員負傷 出入港 荒天船首作業 転倒 負傷 
37 貨物船美保丸乗組員死亡 荷役 船倉侵入 墜落 死亡 
38 貨物船富士福丸乗組員負傷 荷役 船倉清掃 はさまれ 負傷 
39 貨物船第二十一新福丸乗組員負傷 荷役 船倉侵入 墜落 負傷 
40 引船 SHORYU MARU 起重機船HARITA38 乗組員死亡 運航・運転 曳航開始 はさまれ 死亡 
41 貨物船MAO XIN 乗組員負傷 その他 搭載艇取扱 激突され 負傷 
42 引船加納丸台船川口２号起重機船鵬号乗組員負傷 出入港 台船着桟 まき込まれ 負傷 
43 油タンカー昭裕丸乗組員負傷 荷役 補油 まき込まれ 負傷 
44 砂利運搬船明盛丸乗組員死亡 荷役 船倉清掃 はさまれ 死亡 
45 貨物船海豊丸乗組員負傷 荷役 積荷取扱 転倒 負傷 
46 旅客フェリーはいびすかす乗組員死亡 荷役 RORO 荷役 はさまれ 死亡 
47 引船山陽台船植田１００１乗組員死亡 運航・運転 曳航終了 転落・海中 死亡 
48 貨物船MEDI SALERNO 乗組員負傷 整備・管理 主機吊上 落下 負傷 
49 貨物船 EN KAI乗組員死亡 出入港 係留索緊張 激突され 死亡 
50 旅客フェリー第拾壱小浦丸乗組員死亡 その他 機関室入室 まき込まれ 死亡 




表 5.1（3） 分析する船員災害事例 




荷役 補油 激突され 負傷 
53 油タンカー三都丸乗組員負傷 出入港 係留索巻取 まき込まれ 負傷 
54 貨客船黒潮丸乗組員負傷 荷役 吊り上げ作業 墜落 負傷 
55 油タンカー第八幸秀丸乗組員死亡 出入港 係留索伸長 まき込まれ 死亡 
56 ケミカルタンカーSPRING AUSTER 乗組員負傷 出入港 荒天船首作業 墜落 負傷 
57 砂利運搬船第三福和丸乗組員死亡 荷役 バケット交換 墜落 死亡 
58 ケミカルタンカー日祥丸乗組員死傷 荷役 タンク内清掃甲板上 中毒 死亡 
59 貨物船ニュー高州乗組員負傷 その他 搭載艇取扱 落下 負傷 
60 ケミカルタンカー豊徳丸乗組員負傷 荷役 ポンプ室入室 中毒 負傷 
61 押船すぴなー３バージすぴなー３乗組員死亡 整備・管理 フェンダー取扱 海中転落 死亡 
62 貨物船海宝丸乗組員負傷 整備・管理 塗布錆打 墜落 負傷 
63 砂利運搬船章栄丸乗組員負傷 荷役 船倉清掃 激突され 負傷 
64 旅客フェリーフェリーきょうと２乗組員負傷 整備・管理 主機整備 墜落 負傷 
65 貨物船第五大伸丸乗組員負傷 荷役 ハッチ開閉 はさまれ 負傷 
66 貨物船 CABRERA 引船春風乗組員負傷 運航・運転 曳航開始 激突され 負傷 
67 貨物船MASASHIMA MARU 乗組員負傷 出入港 スタンドローラ飛来 激突され 負傷 
68 押船瑞穂丸起重機船第三瑞穂丸乗組員死亡 荷役 甲板清掃 はさまれ 死亡 
69 貨物船GUANG DA 乗組員死亡 出入港 スタンドローラ飛来 激突され 死亡 
70 ケミカルタンカー第二旭豊丸乗組員死亡 荷役 タンク内作業 酸欠 死亡 
71 貨物船愛宕丸乗組員死亡 出入港 係留索巻取 まき込まれ 死亡 
72 コンテナ船 ANNA MAERSK 乗組員死傷 その他 搭載艇取扱い 墜落 死亡 
73 旅客フェリーフェリー長崎乗組員負傷 荷役 甲板清掃 激突され 負傷 
74 引船宝徳丸台船Ｋ－５０２号乗組員負傷 運航・運転 航行中曳航索取扱 激突され 負傷 
75 遊覧船ふぇにっくす乗組員負傷 出入港 係留索伸長 はさまれ 負傷 
76 貨物船 JUNIPER PIA乗組員死亡 その他 歩み板歩行 墜落 死亡 
77 貨物船豊昌丸乗組員負傷 出入港 荒天船首作業 激突 負傷 
78 ケミカルタンカーCHEM HANA乗組員死亡 荷役 タンク内作業 酸欠 死亡 
79 引船第八阿蘇丸乗組員負傷 運航・運転 揚錨作業 はさまれ 負傷 
80 押船第十八こがね丸クレーン台船山勝号乗組員死亡 荷役 荷役監視 はさまれ 死亡 
81 貨物船 HEILAN BROTHER 乗組員負傷 荷役 船倉侵入 酸欠 負傷 
82 旅客フェリーさんふらわあ ふらの乗組員死亡 荷役 RORO 荷役 激突され 死亡 
83 液体化学薬品ばら積船第二丸岡丸乗組員負傷 荷役 液体荷役 飛来 負傷 




表 5.1（4） 分析する船員災害事例 
事例番号 事故名 被災時作業 作業詳細 態様 死傷別 
85 引船らいちょう乗組員負傷 運航・運転 船舶間移乗 海中転落 負傷 
86 コンテナ船 PANCON SUCCESS乗組員死亡 出入港 係留索増取り作業 飛来 死亡 
87 砂利採取運搬船第三十八さだ丸乗組員負傷 荷役 甲板清掃 墜落 負傷 
88 油タンカー日俊丸乗組員負傷 整備・管理 塗布錆打 墜落 負傷 
89 ケミカルタンカー扇奥羽丸乗組員負傷 出入港 係留索巻取 はさまれ 負傷 
90 旅客船第十六櫻島丸乗組員負傷 出入港 係留索巻取 まき込まれ 負傷 
91 浚渫船第２８須山丸甲板員負傷 荷役 バケット 墜落 負傷 
92 揚錨作業船兼引船白根丸乗組員負傷 運航・運転 錨鎖吊り上げ 激突され 負傷 
93 引船第十一利丸台船Ｎｏ.３１ＤＢ乗組員死亡 運航・運転 航行中曳航索取扱 激突され 死亡 
94 砂利運搬船第一弘栄丸乗組員負傷 整備・管理 フェンダー取扱い 激突され 負傷 
95 押船第八十八金栄丸バージ第８８金栄丸乗組員負傷 荷役 海砂採取作業 墜落 負傷 
96 旅客船おうしま乗組員負傷 整備・管理 フェンダー取扱い はさまれ 負傷 
97 貨物フェリーみさき乗組員負傷 荷役 RORO 荷役 はさまれ 負傷 
98 貨物船ONOE乗組員死亡 その他 歩み板歩行 墜落 死亡 
99 液化ガス運搬船第三徳誉丸乗組員死亡 荷役 タンク減圧作業 海中転落 死亡 












1. 船員災害に特化した CPC の修正 

























































 本研究での分析では、提唱されている CPC に船員災害に特化するよう修正した 11 個の CPC に加え






 また、12個の CPC のいずれにも当てはめることのできない作業者の「行動」や実施していた「作業」
の内容についても事故につながる重要な要素として摘出することとする。 
 これらの CPC は、提唱のとおり「全体のシステムの安全性を高める（CPC+）」場合、良くも悪くも
なく全体のシステムの安全性に影響しないとみなせる（影響なし）場合、「全体のシステムの安全性を下
げる（CPC-）」場合の 3段階でそれぞれの変動を評価する。変動に関する評価は、「行動」と「作業」に
対しても行うこととし、摘出する要素のすべての評価を行う。「目標数」CPC と「時間帯」CPC につい 
 





CPC+ 影響なし CPC- 
資源 役に立つ 適切/使用可能 不適当・不十分 資源の使用可能性 
能力 適切 影響なし 不適当 訓練と経験 
伝達 効率的 影響なし 不十分 コミュニケーションの質 
HMI 役に立つ 適切/使用可能 不適当 HMI と運転支援 
計画 非常に適切 適切 不適当 手続きと手法へのアクセス 
環境 有利 影響なし 不利 作業条件 
目標数 - 容量以下 容量以上 目標の数と競合の解決 
時間余裕 十分ある 影響なし 不十分 利用可能な時間（時間圧） 
時間帯 - 昼間 夜間 サーカディアン・リズム 
協調 効率的 影響なし 不十分 クルー協調の質 
組織 効率的 影響なし 不十分 組織の質と支援 
過去 有利 影響なし 不利 （追加項目） 
作業 有利 影響なし 不利 （追加項目） 
行動 適当 影響なし 不適当 （追加項目） 
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ては、提唱されているとおり「影響なし」と「CPC+」の 2 段階で評価することとする（図 5.2）。 
 
















                時間帯                                         組織 
平成２５年１２月３１日２１時００分ごろ関門港若松第５区にある製鉄戸畑泊地を離れ、船長が、船橋で操船に当たり、 
資源                 組織                         計画                          環境 
船首に一航士及び二航士を、船尾に機関長をそれぞれ配置に就け、堺川公共岸壁２号へ左舷着けするために微速力で 
環境               環境 
甲板上の照明を点灯して接近した。 
  環境                                 環境                      環境 
堺川公共岸壁２号付近は夜間照明が少なく、また、本船の甲板上の照明が影を作り、同岸壁上は暗かった。 
  協調    資源            資源                           環境                         作業 
船長は、本事故当日が休日で陸上の綱取りを依頼していなかったので、左舷船側を岸壁に平行に接近させた際、一航士 
                        環境                          行動 
が、岸壁で係留索を受け取るため、左舷船首側のタイヤペンドルに乗り移り、リモコンで同ペンドルと共に降下したこと 
  協調 
を確認した。 
  協調 
二航士は、２１時４０分ごろタイヤペンドルから岸壁に飛び移る体勢であった一航士が見えなくなり、岸壁にも姿を 











          能力                                     能力 
一航士は、平成２１年３月２０日から本船の一航士職に就いており、持病もなく、健康状況は良好であった。 
                          HMI                            HMI 
一航士は、作業衣上下に防寒着及びヘルメットを着用し、長靴を履いていたが、救命胴衣を着用していなかった。 
一航士のヘルメットは、プラスチック製であり、割れていることが確認された。 
                          能力 
警察署の検死結果では、一航士からアルコールは検出されなかった。 
 
 これらの 12 個の CPCと「作業」、「行動」に当てはまる下線を引いた記述を摘出し、それぞれの変動
を「CPC-」、「影響なし」、「CPC+」の 3 段階で評価した結果が表 5.3 である。本事例では、事故にいた
る作業状況の要素は 24 個摘出でき、変動の評価は、「CPC-」が 11 個、「影響なし」が 5 個、「CPC+」
が 8個であった。 

































死亡」事例の CPC 分析を、分析対象の 100 事
例でも同様の要領で行い、すべての事例で作業
状況の要素を CPCで摘出することができた。












 摘出した要素の変動の 3 段階評価の内訳に
ついては、「CPC-」の評価をした要素の合計は



















 CPC CPC- 影響なし CPC+ 合計 
資源 45 7 49 101 
能力 38 20 67 125 
伝達 29 9 31 69 
HMI 363 53 62 478 
計画 63 29 18 110 
環境 291 40 28 359 
目標数 3 0 - 3 
時間余裕 5 1 0 6 
時間帯 12 2 - 14 
協調 26 6 50 82 
組織 84 17 184 285 
過去 1 13 4 18 
CPC 小計 960 197 493 1650 
作業 20 183 3 206 
行動 49 68 5 122 
合計 1029 448 501 1978 





要素の傾向を把握するには、12 個の CPC の分類よりも細かな分類が必要となる。そのため、12 個の
CPC について摘出された要因要素を、同様の、もしくは類似する内容ごとにまとめ、CPC レベルより
もさらに細かいレベルでの細目を設定し、整理した。 
 また、摘出数の特に多い「HMI」CPC、「環境」CPC、「組織」CPC の 3 つについては、細目の項目
数も多いため、CPC レベルと細目レベルの中間に「中区分」レベルと称して項目を設けてよりまとめや
すくした。「HMI」CPC、「環境」CPC、「組織」CPC で設定したそれぞれの中区分とその内容は表 5.5
のとおりである。 中区分を設定した３つの CPC のほかは、要素の摘出数が比較的少数で中区分を設
けずともまとめることが容易なため、CPC1 つに中区分を 1 つ設けることとした。 
 
表 5.5（1） 中区分とその内容 
CPC 中区分 内容 
資源 資源 - 
能力 能力 - 
伝達 伝達 - 








計画 計画 - 








目標数 目標数 - 
時間余裕 時間余裕 - 
時間帯 時間帯 - 




表 5.5（2） 中区分とその内容（続き） 
CPC 中区分 内容 





過去 過去 - 
 
 設定した細目については、全ての CPC の合計で 143 項目あり、一つ一つの分類の項目の内容や摘出
数は表 5.6 から表 5.35 のとおりである。 
 
表 5.6 「資源」CPCの細目 



















1 0 2 3 


















0 2 3 5 





表 5.7 「能力」CPCの細目 













10 0 8 18 

























8 4 5 17 





表 5.8 「伝達」CPCの細目 















6 3 5 14 




























2 1 1 4 
伝達-8 外部への救助要請 外部への救助要請が必要な際に、適切な救助要請があったか 2 0 1 3 
伝達-9 乗下船時の引継ぎ （一件のみ） 1 0 0 1 
伝達-10 発信情報の取違え （一件のみ） 1 0 0 1 
合計 29 9 31 69 
 
表 5.9 「HMI」CPC（装置故障）の細目 














18 3 0 21 














7 0 0 7 




表 5.10 「HMI」CPC（装置の動き）の細目 







37 2 0 39 












15 0 0 15 
合計 69 6 0 75 
 
表 5.11 「HMI」CPC（点検整備）の細目 











4 2 0 6 
合計 8 4 6 18 
 
表 5.12 「HMI」CPC（操作操縦）の細目 













































4 1 1 6 
操作操縦-9 装置の最適な格納 （一件のみ） 1 0 0 1 
   55 9 9 73 
58 
 
表 5.13 「HMI」CPC（防護装置）の細目 




防護装置-1 PPE の着装 
被災者が、安全ベルトや救命胴衣、安全靴、呼吸具等の作業状況に応じた適
切な PPE を着装していたかどうか 







11 0 9 20 
合計 33 4 27 64 
 
表 5.14 「HMI」CPC（装置不良）の細目 












































































7 1 0 8 




表 5.15 「HMI」CPC（装置特性）の細目 































0 1 1 2 
装置特性-7 イヤホンの着用 （一件のみ） 1 0 0 1 
合計 10 13 7 30 
 
表 5.16 「HMI」CPC（HMI その他）の細目 














表 5.17 「計画」CPCの細目 













2 2 1 5 



























4 1 2 7 
計画-10 作業計画の変更 被災時に作業計画の変更があったかどうか 2 1 0 3 




0 2 0 2 
計画-13 短時間で終了可能な作業 被災時作業が短時間で終了可能であったかどうか 1 1 0 2 
計画-14 作業の手間 被災時作業が手間のかかる作業であったかどうか 2 0 0 2 
計画-15 両手が必要な作業 （一件のみ） 1 0 0 1 
合計 63 29 18 110 
 
表 5.18 「環境」CPC（自然環境）の細目 



















9 0 0 9 
自然環境-5 降雨 作業状況に影響を与えるほどの降雨があったかどうか 4 1 0 5 




表 5.19 「環境」CPC（床面環境）の細目 
























3 0 0 3 
合計 75 6 2 83 
 
表 5.20 「環境」CPC（本船の動き）の細目 





















10 5 1 16 
本船の動き-5 作業可能海域の制限 （一件のみ） 0 1 0 1 
合計 47 15 3 65 
 
表 5.21 「環境」CPC（狭隘さ）の細目 
















2 0 0 2 





表 5.22 「環境」CPC（視覚環境）の細目 











16 1 0 17 
合計 22 1 9 32 
 
表 5.23 「環境」CPC（危険物）の細目 














15 0 0 15 
危険物-3 有害ガスの存在 作業空間に、有害ガスが発生、放出、充満、滞留していたかどうか 8 0 1 9 
危険物-4 酸素欠乏 作業空間の大気中に含まれる酸素の濃度が通常よりも低いかどうか 4 0 0 4 
合計 35 0 1 36 
 
表 5.24 「環境」CPC（危険区域）の細目 




















5 0 0 5 





表 5.25 「環境」CPC（環境その他）の細目 



































2 0 0 2 
合計 291 40 28 359 
 
表 5.26 「目標数」CPC の細目 









3 0 - 3 
 
表 5.27 「時間余裕」CPC の細目 











5 1 0 6 
 
表 5.28 「時間帯」CPC の細目 




















表 5.29 「協調」CPCの細目 












































1 0 2 3 
合計 26 6 50 82 
 
表 5.30 「組織」CPC（配員管理）の細目 





















0 0 4 4 
配員管理-4 多国籍混乗 （一件のみ） 1 0 0 1 





1 0 0 1 









表 5.31 「組織」CPC（船舶所有者）の細目 





























8 0 3 11 
船舶所有者-5 船舶所有者の変遷 （一件のみ） 1 0 0 1 
船舶所有者-6 適切な安全投資 （一件のみ） 1 0 0 1 
合計 23 0 33 56 
 
表 5.32 「組織」CPC（ルール）の細目 














































1 0 3 4 






表 5.33 「組織」CPC（安全共有）の細目 
























0 0 1 1 
合計 9 2 50 61 
 
表 5.34 「組織」CPC（組織その他）の細目 
















2 0 6 8 
合計 3 0 14 17 
 
表 5.35 「過去」CPCの細目 




















0 1 4 5 








































































 この事例で摘出された要因や要素は、表 5.3 で船舶事故報告書の記載内容を述べているが、整理して



































図 5.2 要素連関図の見方 




図 5.3 「砂利運搬船氷川丸乗組員死亡」事例の作業状況の要素連関図 
 
このような手順で、事例全体の要素や要因の連関図を作成すると、「砂利運搬船氷川丸乗組員死亡」事
例の作業状況の要素は、図 5.3 のような連関図で表すことができた。 




 100 事例の作業状況の要素連関図についての考察は、次章で述べる。 
 
5. 結語 
























第 6 章 発生要因の連鎖 
















 直接要因は、分析した 100事例中に 273個
摘出され、1 事例当たり概ね 2～3個の直接要因によって災害が発生している。273 個の直接要因の中区
分レベルでの内訳は図 6.1 のとおりである。最も多い直接要因は、「床面環境」で 53個が摘出されて直



























 最終的に災害の発生にいたる要因の連鎖の根本要因は、分析した 100 事例で合計 396 個摘出すること
ができた。1 事例当たり概ね 4 個の根本要因が存在したといえる。摘出した根本要因の中区分別の内訳
は図 6.2 のとおりである。最も摘出数の多い根本要因は「装置不良」の 55個（13.9％）で、「床面環境」















































 特定数の多い要因連鎖を視覚的にまとめた図が図 6.3 で
ある。図中の太い矢印は 10 個以上特定された連鎖関係で、細い矢印は 9～5個特定された連鎖関係であ
る。要因間だけでなく、要因から「災害」と「負傷」にいたるまでの連鎖関係についても示している。






図 6.3 船員災害にいたる主な要因連鎖 
順位 要因の連鎖 特定数 
1 「装置不良」 → 「装置故障」 20 個 
2 「装置故障」 → 「装置の動き」 15 個 
3 「装置の動き」 → 「装置故障」 12 個 
3 「装置不良」 → 「危険物」 12 個 
5 「装置不良」 → 「操作操縦」 10 個 
5 「自然環境」 → 「本船の動き」 10 個 
5 「視覚環境」 → 「協調」 10 個 
8 「操作操縦」 → 「装置故障」 8 個 
8 「自然環境」 → 「床面環境」 8 個 
10 「操作操縦」 → 「装置の動き」 7 個 
10 「装置不良」 → 「装置の動き」 7 個 
10 「装置不良」 → 「床面環境」 7 個 
10 「本船の動き」 → 「装置の動き」 7 個 











① 「装置不良」→「装置故障（直接要因）」→「災害」         （事例番号 1 など） 
② 「装置不良」→「装置故障」→「装置の動き（直接要因）」→「災害」 （事例番号 9 など） 
③ 「装置不良」→「操縦操作（直接要因）」→「災害」         （事例番号 45など） 
④ 「装置不良」→「危険物（直接要因）」→「災害」          （事例番号 5 など） 
⑤ 「装置不良」→「装置故障」→「装置の動き」→「操縦操作（直接要因）」→「災害」 
⑥ 「装置不良」→「床面環境（直接要因）」→「災害」         （事例番号 2 など） 
⑦ 「装置不良」→「床面環境」→「狭隘さ（直接要因）」→「災害」 
⑧ 「装置不良」→「行動（直接要因）」→「災害」           （事例番号 28など） 
⑨ 「装置不良」→「行動」→「床面環境（直接要因）」→「災害」 
 















鎖の発端となった根本要因は 10 個であり、残りの 39 個については背後要因が存在していた。「行動」







縦操作」の摘出数は 55個でそのうち 15 個は背後
要因なしの根本要因であり、残りの 40 個に対し

































図 6.4 「行動」の背後要因 
図 6.5 「操縦操作」の背後要因 








































・ 共同で作業にあたる作業員同士で互いを確認 図 6.8 m-SHELモデルに当てはめた船員災害 
における作業者に関与する主な要素 























































































































入し中毒事故を生じた事例が 2 件あり、図 6.13 に表した共通する
要因連鎖が見られた。直接要因は、注意せずポンプ室にしたとい
う「行動」と滞留していた有害ガスといった「危険物」の 2点が
図 6.11 ハッチ開閉作業の要因連鎖 









































図 6.13 ポンプ室内作業の要因連鎖 









































図 6.15 移乗作業の要因連鎖 










































































































































第 7 章 災害発生状況における好影響を与える要素の連鎖 











 中区分レベルで好要素の考察するため、第 5章での CPC 分析で得ら

















 好連鎖のうち 5 個以上特定された連鎖については表 7.2 に示したとお
りである。「資源→協調」への好連鎖が 11個特定されたほか、組織に関す





表 7.1 摘出数の多い好要素 
 
順位 中区分 摘出数 
1 能力 67 
2 ルール 62 
3 協調 50 
3 安全共有 50 
5 資源 49 
6 船舶所有者 33 
7 伝達 31 
8 防護装置 27 
9 配員管理 25 
10 計画 18 


































なかった場面（事例番号 17 など）。3 つ目は、被災者自身や周辺の作業者が、他の作業者からの注意な
どの協調行動や情報伝達を有効に活用せず、事前に安全共有として確認し合って定められた手順を逸脱
し、計画を遵守しなかった場面である（事例番号 60 など）。1 つ目の場面については計画自体が作業状






能力（CPC+） → 行動 10 
能力（CPC+） → 能力（CPC-） 9 
ルール（CPC+） → ルール（CPC-） 6 
伝達（CPC+） → 計画（CPC-） 5 
協調（CPC＋） → 計画（CPC-） 5 
協調（CPC+） → 行動 5 
配員管理（CPC＋） → 計画（CPC-） 5 
船舶所有者（CPC+） → 行動 4 
ルール（CPC+） → 行動 4 
安全共有（CPC+） → 計画（CPC-） 4 
安全共有（CPC+） → 行動 4 




























 これら 3 項目の安全対策は、第 5章の安全対策とは異なり、不具合の原因や危害を防ぐこと図るもの
ではなく、物事がうまくいくことを確実にすることを目指すものである。 
 Hollnagel は、事故などの失敗を減らす「Safety-Ⅰ」と成功を増やす「Safety-Ⅱ」の安全への 2 つ
のアプローチを提唱している。これによると第 5 章で得られた安全対策は Safety-Ⅰのアプローチであ









































第 8 章 終わりに 

































































いて、また、どのような広がりを持つかについては CPC の概念を導入して分析する。 
 
第 5章では、運輸安全委員会が公表した船舶事故報告書をもとに、船員災害 100 事例の被災時の作業


















係を明らかにして、船員災害 100 事例ごとの作業状況の要素連関図を作成した。 
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第 5 章「分析事例の作業状況要素連関図」 
 
事例 1 貨物船清和丸乗組員負傷 
 
 




事例 3 浚渫船和光丸乗組員負傷 
 
 
事例 4 ＬＮＧ船アル ズバーラ乗組員負傷 
 
 






事例 6 液化ガスばら積船第十一幸秀丸乗組員死亡 
 
 




事例 8 引船とよふじ台船ＵＳ４５０１乗組員負傷 
  
 
事例 9 油送船龍王丸乗組員負傷 
 
 




事例 11 押船第五三徳丸バージ第六三徳丸乗組員負傷 
 
 






事例 13 貨物船たかちほ乗組員負傷 
 
 
事例 14 貨物船 ASIAN WIND 乗組員負傷 
 
 





事例 16 旅客船ブルーライン乗組員負傷 
 
 
事例 17 貨物船第五宝丸乗組員負傷 
 
 




事例 19 油送船銀麗乗組員負傷 
 
 






事例 21 漁業取締船しんゆう乗組員負傷 
 
 





事例 23 油送船竹美丸乗組員負傷 
 
 
事例 24 漁業実習船薩摩青雲丸実習生負傷 
 
 






事例 26 貨物船第六晋康丸乗組員負傷 
 
 






事例 28 引船広栄丸バージ神‐５５００乗組員死亡 
 
 






事例 30 油送船大弘丸乗組員負傷 
 
 
事例 31 貨客船あぜりあ丸乗組員負傷 
 
 




事例 33 旅客船サンライズ乗組員負傷 
 
 






事例 35 引船第十七室生丸台船Ｄ－１０５乗組員負傷 
 
 




事例 37 貨物船美保丸乗組員死亡 
 
 






事例 39 貨物船第二十一新福丸乗組員負傷 
 
 






事例 41 貨物船MAO XIN 乗組員負傷 
 
 






事例 43 油タンカー昭裕丸乗組員負傷 
 
 
事例 44 砂利運搬船明盛丸乗組員死亡 
 
 




事例 46 旅客フェリーはいびすかす乗組員死亡 
 
 






事例 48 貨物船MEDI SALERNO 乗組員負傷 
 
 
事例 49 貨物船 EN KAI 乗組員死亡 
 
 




事例 51 油タンカー第二十八旭丸乗組員負傷 
 
 






事例 53 油タンカー三都丸乗組員負傷 
 
 






事例 55 油タンカー第八幸秀丸乗組員死亡 
 
 
事例 56 ケミカルタンカーSPRING AUSTER乗組員負傷 
 
 






事例 58 ケミカルタンカー日祥丸乗組員死傷 
 
 




事例 60 ケミカルタンカー豊徳丸乗組員負傷 
 
 






事例 62 貨物船海宝丸乗組員負傷 
 
 






事例 64 旅客フェリーフェリーきょうと２乗組員負傷 
 
 






事例 66 貨物船 CABRERA 引船春風乗組員負傷 
 
 






事例 68 押船瑞穂丸起重機船第三瑞穂丸乗組員死亡 
 
 






事例 70 ケミカルタンカー第二旭豊丸乗組員死亡 
 
 






事例 72 コンテナ船 ANNA MAERSK 乗組員死傷 
 
 
事例 73 旅客フェリーフェリー長崎乗組員負傷 
 
 





事例 75 遊覧船ふぇにっくす乗組員負傷 
 
 
事例 76 貨物船 JUNIPER PIA乗組員死亡 
 
 






事例 78 ケミカルタンカーCHEM HANA乗組員死亡 
 
 
事例 79 引船第八阿蘇丸乗組員負傷 
 
 











事例 82 旅客フェリーさんふらわあ ふらの乗組員死亡 
 
 










事例 85 引船らいちょう乗組員負傷 
 
 




事例 87 砂利採取運搬船第三十八さだ丸乗組員負傷 
 
 






事例 89 ケミカルタンカー扇奥羽丸乗組員負傷 
 
 






事例 91 浚渫船第２８須山丸甲板員負傷 
 
 






事例 93 引船第十一利丸台船Ｎｏ.３１ＤＢ乗組員死亡 
 
 






事例 95 押船第八十八金栄丸バージ第８８金栄丸乗組員負傷 
 
 






事例 97 貨物フェリーみさき乗組員負傷 
 
 






事例 99 液化ガス運搬船第三徳誉丸乗組員死亡 
 
 
事例 100 砂利運搬船氷川丸乗組員死亡 
 
 
 
